第1号様式（第７条関係）
品川区子育てファミリー世帯転居費用助成事業申請書
令和　　　年　　　月　　　日
品川区長あて　
	申　請　者
	フリガナ
	

	
	氏　　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	現 住 所
	〒
品川区

	
	前 住 所
	品川区

	
	電話番号
	　　　　（　　　　　　）

	
	転居年月日
	令和　　　年　　　月　　　日


品川区子育てファミリー世帯転居費用助成事業について、必要書類を添えて下記のとおり申請します。
記
１．世帯構成　
	フリガナ
	続　柄
	生　年　月　日
	年　齢

	氏　　名
	
	
	

	
	本　人
	T・S・H・R　　　年　　　月　　　日
	

	
	
	
	

	
	
	T・S・H・R　　　年　　　月　　　日
	

	
	
	
	

	
	
	T・S・H・R　　　年　　　月　　　日
	

	
	
	
	

	
	
	T・S・H・R　　　年　　　月　　　日
	

	
	
	
	

	
	
	T・S・H・R　　　年　　　月　　　日
	

	
	
	
	

	
	
	T・S・H・R　　　年　　　月　　　日
	

	
	
	
	


※出産予定の場合は、氏名欄に「出産予定」と記入し、生年月日欄に出産予定日をご記入ください
※多子世帯（子ども（胎児を含む）が3人以上いる世帯）加算を受ける場合はこちらにチェックをお願いいたします…☐
２．助成対象住宅
	建築年月
	T・S・H・R　　　　年　　　月

	住宅の種別
	☐取得した住宅　　　　☐民間賃貸住宅

	住宅の居住部分の占有面積
	　　　　　　　　　㎡


  
以下、資格確認同意欄に申請者のご署名をお願いいたします
資格確認同意欄
私は、品川区子育てファミリー世帯転居費用助成事業の申込の資格確認のために、私を含む世帯に属する者すべてが住民基本台帳、課税・納税状況、生活保護者台帳等について区が照合を行うことに同意します。
住所：　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　





３．添付書類および資格要件の確認　※各項目を確認の上、左側のチェック欄に✔をしてください　 
	添付書類の確認　※下記③・④は表面の資格確認同意欄にそれぞれ署名があれば提出不要

	1 
	☐　品川区子育てファミリー世帯転居費用助成事業申請書（第１号様式）（本紙）

	2 
	☐　品川区子育てファミリー世帯転居費用助成金請求書（第２号様式）

	3 
	☐　申請者世帯全員の住民票の写し

	4 
	☐　申請者世帯全員の区市町村民税納税証明書（または非課税証明書）

	5 
	☐　子育て世帯に妊婦がいる場合、親子健康手帳（母子健康手帳）の写し

	6 
	☐　転居前の住宅が取得した住宅の場合、
世帯員のうち納税の義務がある者全員の固定資産税・都市計画税納税証明書
☐　転居前の住宅が賃貸住宅の場合、
転居前の住宅の家賃の支払い状況を証明する書類（家賃帳、振込明細書等）

	7 
	☐　転居後の住宅が取得した住宅の場合、対象住宅の建築工事請負契約書または売買契約書の写し
☐　転居後の住宅が民間賃貸住宅の場合、賃貸借契約書の写し

	8 
	☐　転居費用の金額が分かる領収書その他それを証する書類

	9 
	☐　住宅の用に供する部分の占有面積がわかる書類

	10 
	☐　転居先の町会・自治会加入が分かる書類（町会・自治会費の領収証等）

	11 
	☐　対象住宅が新耐震基準に適合又は同等の耐震性能を有していることがわかる書類
※建築が昭和56年５月以前の場合、新耐震基準を満たすことの証明書類を添付してください

	12 
	☐　品川区子育てファミリー世帯転居費用助成事業アンケート

	資格要件の確認

	13 
	☐　申請日において区内に２年以上継続して住所を有し、現に居住していること

	14 
	☐　世帯に属する者すべてが転居した日から起算して引き続き区内に５年以上居住予定であること

	15 
	☐　町会・自治会に加入していることおよび地域の行事や防災訓練等に参加するなど地域住民との調和を図ること

	16 
	☐　世帯に属する者すべてが区市町村民税、固定資産税および都市計画税を滞納していないこと

	17 
	☐　転居前の賃貸借契約に基づき世帯に属する者いずれかが家賃の支払を行っており、かつ、直近６箇月間の家賃の支払を滞納していないこと

	18 
	☐　世帯に属する者すべてが過去に区営住宅、区民住宅の使用料を滞納していないこと
※過去に滞納した者で、申請日において完納している場合はこの限りではありません

	19 
	☐　世帯に属する者すべてが過去にこの支援事業を利用していないこと

	20 
	☐　当該転居費用について、品川区の他の助成制度を利用していないこと

	㉑
	☐　世帯に属する者すべてが、生活保護又は中国残留邦人支援給付を受けていないこと

	㉒
	☐　世帯に属する者すべてが暴力団関係者又は暴力団員（品川区暴力団排除条例（平成24年７月９日品川区条例第34号。以下「暴排条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団員又は暴力団（暴排条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有する者をいう。）でないこと

	㉓
	☐　申請者世帯に日本の国籍を有しない者がいる場合、その者が在留資格を有していること



